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第１節　情報通信産業の動向

（1）情報通信産業の市場規模

平成12年における我が国の情報通信産業の市場規

模（注1）は、113.8兆円（対前年比6.5％増）と、平成7

年以降、一貫して増加しており、我が国の経済活動

が低迷を続ける中、情報通信産業は堅調な成長を続

けていることが分かる。また、全産業の市場規模総

額に占める情報通信産業の市場規模の割合も、平成

12年には11.6％（対前年比0.5ポイント増）となり、

市場規模と同様、平成7年以降、一貫して増加して

いる（図表①）。

米国との比較（注2）でみると、情報通信産業の市場

規模はほぼ同様の推移を示しており、日米ともに情

報通信産業が堅調な成長を続けている（図表②）。

1 市場規模

－平成12年における情報通信産業の市場規模は対前年比6.5％増の113.8兆円。
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図表①　情報通信産業の市場規模と全産業に占める割合の推移
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図表①、②　（出典）　「ITの経済分析に関する調査」�
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図表②　日米における情報通信産業の市場規模の推移（平成7年を100として指数化）

（注1）情報通信産業の市場規模（ここでは総務庁「産業連関表」を基に推計した実質国内生産額と同義）は、以下のように推計した
①平成7年については、総務庁「平成7年産業連関表」の一部を資料2-1-1の定義・範囲に組替え
②平成8年から12年のデータについては、平成7年データを、内閣府「国民経済計算年報」、経済産業省「工業統計表」等の産出額、出
荷額等により名目国内生産額を推計した上で、これに日本銀行「卸売物価指数」等で除して実質化

また、情報通信産業を除く産業の市場規模は、内閣府「国民経済計算年報」の付表「経済活動別の国内総生産・要素所得」の産出額を引
用している。なお、卸売、小売の産出額はいわゆる売上額（市場規模）ではなくマージン額（＝売上額－仕入額）となっている。なお、
名目国内生産額については資料2-1-2参照

（注2）米国の情報通信産業における市場規模の内訳については資料2-1-3参照
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第１節　情報通信産業の動向

（2）産業別市場規模

情報通信産業の市場規模を主な産業と比較すると、

平成8年に建設を上回り、以降、情報通信産業は全

産業中、最大規模の産業となっている。また、その

成長率をみても、平成7年から12年にかけての年平

均成長率が最も高いのは情報通信産業で7.5％増とな

っている（図表③）。

（3）情報通信産業における部門別市場規模

情報通信産業の市場規模を部門別にみると、平成

12年において最も大きいのは情報通信機器製造

（28.6兆円）、次いで情報関連サービス（24.9兆円）

となっている。また、平成7年から12年にかけての

年平均成長率をみると、最も年平均成長率が高いの

は電気通信施設建設（18.1％）、次いで電気通信

（16.5％）となっている（図表④）。
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図表③　産業別市場規模の推移
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図表④　情報通信産業における部門別市場規模の推移
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（1）情報通信産業の実質GDP

平成12年における我が国の情報通信産業の実質

GDP（注1）（売上高－中間投入額）は58兆6,440億円

（対前年比6.9％増）と着実に増加を続けている。ま

た、我が国全体の実質GDP（注2）に占める割合も

11.0％（対前年比0.5ポイント増）と、1割を上回っ

ている。情報通信産業の実質GDP及び我が国GDP

に占める割合は、ともに平成7年以降一貫して増加

している（図表①）。さらに、平成7年から12年にか

けての我が国全体の実質GDP成長率が平均で1.4％

増であったのに対し、情報通信産業の実質GDPは平

均で9.2％増と非常に高い成長を遂げている。

なお、米国と比較（注3）すると、我が国、米国とも

に、情報通信産業の実質GDPが堅調に拡大している

ことが分かる（図表②）。

2 付加価値額

－平成12年における情報通信産業の実質GDPは対前年比6.9％増の58.6兆円。
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図表①　情報通信産業の実質GDPと全産業に占める割合の推移
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図表②　日米における情報通信産業の実質GDPの推移（平成7年を100として指数化）

（注1）情報通信産業のGDPの推計は、「情報通信産業連関表」の粗付加価値額から家計外消費支出を差し引いて推計した。また、産業別のGDP
は、内閣府「国民経済計算」の「経済活動別の国内総生産・要素所得」のデータを引用した。なお、産業別の名目GDPについては資料2-
1-4参照

（注2）平成12年における我が国全体の実質GDPは534兆1,480億円
（注3）米国の情報通信産業における実質GDPの内訳については資料2-1-5参照
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第１節　情報通信産業の動向

（2）産業別実質GDP

情報通信産業の実質GDPについて他の産業と比較

すると、情報通信産業は、平成8年に建設、平成10

年に卸売を上回り、平成12年は全産業中、最大の実

質GDPとなっている（図表③）。

（3）情報通信産業における部門別実質GDP

情報通信産業における実質GDPを部門別にみる

と、平成12年において最も大きいのは電気通信

（12.6兆円）、次いで情報関連サービス（11.2兆円）

となっている。また、昭和60年から平成12年にかけ

ての成長率を年平均でみると、最も年平均成長率が

高いのは情報通信機器製造（17.5％）、次いで電気通

信施設建設（16.5％）となっている（図表④）。
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図表④　情報通信産業における部門別実質GDPの推移
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米国では、情報通信がマクロ経済に与える影響等

についての経済分析を取りまとめた「Dig i t a l

Economy 2002」（米国商務省）において、1990年代

に情報通信産業の成長が経済成長率の押し上げ等に

大きく寄与しているとの報告がなされている。

我が国では、バブル経済の崩壊等により、1990年

代における経済成長の伸びは鈍化しており、とりわ

け、1995～2000年にかけての年平均経済成長率は

1.4％と、1985～1990年の4.9％と比較して、低位に

とどまっている。他方、同期間における情報通信産

業の付加価値額は堅調に拡大しており、我が国にお

ける経済成長に大きく寄与しているものと考えられ

る。そこで、同期間における我が国の経済成長に対

して、各産業がどれだけ貢献したかを分解して分析

を行い、情報通信産業の成長が経済成長率をどの程

度押し上げたか、いわゆる寄与度を推計したところ、

結果は図表①のとおりとなった。

例えば、平成12年における経済成長率2.4％のうち、

情報通信産業の成長による寄与度は0.73％となって

いる。また、これを経済成長率に対する情報通信産

業の寄与の割合、いわゆる寄与率でみると、平成12

年の寄与率は3割程度となっており、情報通信産業

が経済成長の下支えとなっていることが分かる（図

表②）。

3 情報通信経済分析

－平成12年における経済成長率の約3割が情報通信産業の寄与。経済成長を下支え。
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（1）情報通信産業の雇用者数

我が国における平成12年の情報通信産業の雇用者

数（注）は382万人、全雇用者に占める割合は7.1％であ

る。また、情報通信産業の雇用者数の推移をみると、

平成7年から10年にかけて微増傾向にあったものの、

平成10年以降は2年連続で微減している（図表①）。

なお、米国と比較してみると、平成7年以降、我

が国の情報通信産業の雇用者数がほぼ横ばいである

のに対し、米国では雇用者数が増加しており、推移

に差がみられる（図表②）。

4 雇用

－平成12年の情報通信産業の雇用者数は382万人。全雇用者の7.1％
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図表①　情報通信産業の雇用者数及び全雇用者に占める割合

95

100

105

110

115

120

125

130

7 8 9 10 11 12

100
103.1

107.6

111.8

116.5

122.1

100
101.7 102.4

105.9 105.5 103.9

（年）�

日本�

米国�
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図表②　日米における情報通信産業の雇用者数の推移（平成7年を100として指数化）

（注）情報通信産業の雇用者数は、総務省「平成12年国勢調査」、総務省「通信産業実態調査」、経済産業省「工業統計表」、有価証券報告書等に
より推計した。また、産業別の雇用者数は、総務省「労働力調査年報」を基に按分推計した
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（2）産業別雇用者数

平成12年における雇用者数を産業別にみると、情

報通信産業（382万人）は、小売（630万人）、建設

（530万人）に次ぐ雇用者を擁している（図表③）。

平成7年から12年にかけての雇用者数の年平均伸び

率をみると、情報通信産業は全産業計の0.4％増を上

回る0.8％増であった。

（3）情報通信産業における部門別雇用者数

情報通信産業における雇用者数を部門別でみると、

情報関連サービス業は、平成7年から12年のいずれ

の年も雇用者が最も多くなっており、平成12年には

115万人と情報通信産業全体のおよそ3割を占めてい

る。また、平成7年から12年にかけての年平均成長

率をみると、最も高いのは電気通信施設建設

（13.0％）であり、次いで情報ソフト（7.0％）とな

っている（図表④）。

0

100

200

300

400

500

600

700

7 8 9 10 11 12 平成 12年�
（前年比）�

平成 7～ 12年�
平均成長率�（年）�

（万人）�

鉄鋼�
電気機械�
輸送機械�
建設�
卸売�
小売�
運輸�
情報通信�

鉄鋼�

小売�

建設�

情報通信�
�卸売�
運輸�

電気機械�
輸送機械�

37 
174 
112 
539 
396 
571 
325 
368 

36 
180 
108 
545 
393 
591 
332 
374 

37 
174 
109 
556 
380 
610 
335 
377 

33 
169 
115 
541 
382 
616 
332 
390 

29 
171 
113 
536 
378 
621 
332 
388 

27 
170 
104 
530 
369 
630 
341 
382 

▲6.0％�
▲0.1％
▲8.0％
▲1.1％
▲2.4％

1.4％
2.7％

▲1.5％�

▲5.7％
▲0.5％
▲1.5％
▲0.3％
▲1.4％

2.0％
1.0％
0.8％�

図表③　産業別雇用者数の推移

0

20

40

60

80

100

120

7 8 9 10 11 12 平成 12年�
（前年比）�

平成 7～ 12年�
平均成長率�（年）�

（万人）�

図表③、④　（出典）　「ITの経済分析に関する調査」�

郵便�
電気通信�
放送�
情報ソフト�
情報関連サービス�
情報通信機器製造 �
情報通信機器賃貸 �
電気通信施設建設�
研究�

情報関連サービス�

研究�
情報ソフト�
情報通信機器製造�
電気通信�
�郵便�

電気通信施設建設�
情報通信機器賃貸�

放送�

20.0
36.0

6.9
44.3

112.1
56.2

8.4
4.8

79.4

20.0
37.2

7.0
46.8

113.3
54.9
10.0

5.7
79.7

19.9
34.8

6.9
49.8

115.5
53.2
10.5

6.5
79.8

19.8
33.4

6.9
62.1

119.3
50.2
10.2

7.4
80.5

19.7
33.4

6.7
61.8

119.3
48.6

9.3
8.2

81.3

19.5
32.8

6.4
62.2

114.7
46.9
10.0

8.9
81.0

▲1.0％�
▲1.9％
▲4.2％

0.7％
▲3.9％
▲3.4％

7.7％
9.0％�

▲0.3％�

▲0.5％
▲1.9％
▲1.4％

7.0％
0.5％

▲3.5％
3.6％

13.0％�
0.4％�

図表④　情報通信産業における部門別雇用者数の推移
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（1）産業別の全要素生産性（TFP：Total Factor
Productivity）上昇率

平成7年から12年にかけての情報通信産業におけ

る全要素生産性（注）上昇率は3.45％と、全産業中で最

も高い伸びとなっており、次いで電気機械の2.87％

となっている。また、全産業計の全要素生産性上昇

率0.06％と比較しても、情報通信産業の全要素生産

性の上昇率は高いことが分かる（図表①）。

（2）労働生産性の産業別比較

平成7年から12年における労働生産性（付加価値

額÷雇用者数）について、平成7年を基準年として

指数化し、その推移をみると、電気機械に次いで、

情報通信産業が他の産業と比較して高い成長を遂げ

ていることが分かる（図表②）。また、平成12年に

おける情報通信産業の労働生産性は1,533万円であ

る。これは平成7年以降一貫して伸びており、平成7

年から12年における労働生産性の上昇率の平均をみ

ると、電気機械に次いで、情報通信産業は8.3％と、

他の産業と比較しても高い伸び率となっている。

（3）情報通信産業における部門別の労働生産性

労働生産性を情報通信産業における部門別で比較

すると、平成7年から12年における伸びの平均が最

も高い部門は情報通信機器製造（21.8％）であり、

平成12年には平成7年の約2.7倍である2,218万円とな

っている（図表③）。

－平成7～12年にかけての情報通信産業の全要素生産性上昇率は全産業中で最高

5 生産性

（注）全要素生産性とは、労働、資本、技術進歩、制度要因等のすべての要素を考慮した生産効率である
また、全要素生産性の成長率の推計に当たっては、総務省「平成7年産業連関表」及びこれをRAS法によって延長推計した「平成12年情報
通信産業連関表」を用いて、下式により計算した
（推計式）全要素生産性の成長率＝実質国内生産額の成長率－α×雇用者数の成長率－β×実質資本減耗引当の成長率－γ×実質中間投入

額の成長率（ただし、α+β+γ＝1）
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（出典）　「ITの経済分析に関する調査」�

図表①　産業別の全要素生産性上昇率（平成7～12年）
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図表③　情報通信産業における部門別労働生産性の推移（平成7年を100として指数化）
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6 設備投資

平成12年度における通信・放送産業の設備投資額

は4兆2,649億円（対前年度比4.3％増）と前年度比で

増加に転じた。また、平成13年度の設備投資計画額

も4兆3,378億円（対前年度比1.7％増）と、全産業の

設備投資が減少に転じると見込まれる中、増加する

見込みとなっている（図表①）。

通信・放送産業の平成13年度設備投資計画額につ

いて事業別にみると、電気通信事業が4兆152億円

（対前年度比2.0％増）、放送事業が3,226億円（同

2.1％減）となっており、電気通信事業の設備投資の

伸びが通信・放送産業全体の伸びを牽引しているこ

とが分かる。さらに、電気通信事業について内訳を

みると、移動系（1兆7,636億円、対前年度比10.3％

増）の伸びが著しくなっており、携帯電話契約者数

の増加や第3世代移動通信システム（IMT-2000）の

サービス開始等の需要増加に対応し、移動系電気通

信事業者が積極的に設備の増強を進めていることが

うかがえる（図表②）。
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図表①　通信・放送産業の設備投資額の推移（平成4年度を100として指数化）
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図表②　通信・放送産業の設備投資額の内訳

－通信・放送産業における平成13年度設備投資計画額は1.7％増の見込み



（1）国内における業界再編

①電気通信

固定系通信市場についてみると、平成13年5月に

KDDI、日本テレコム、NTTコミュニケーションズ

が地域通信市場に参入している。また、子会社であ

るTTNet（東京通信ネットワーク）を通じた電気通

信事業への参入を行っていた東京電力が、平成14年

2月に本体で第一種電気通信事業許可を取得し、自

社の有する約5.3万km（平成12年度末）の光ファイ

バを活用したFTTH事業を平成14年3月から開始して

いる。さらに、TTNet、CTC（中部テレコミュニケ

ーション）、OMP（大阪メディアポート）の電力系

子会社3社が、全国一元的なサービス提供の実現を

図り、法人向けデータ通信サービスをパワードコム

に移管している。

他方、移動系通信市場についてみると、IMT-2000

の導入に向けた設備投資負担の軽減、経営の効率化

等を図るため、グループ内における事業者の集約が

みられる。KDDIは、平成12年11月にセルラーグル

ープ7社（沖縄を除く）の合併により設立された

100％子会社であるau（エーユー）を、平成13年10

月に吸収合併している。また、J-フォングループで

は、平成12年10月に従来の9社体制からJ-フォン東日

本、J-フォン東海及びJ-フォン西日本の3社体制へと

再編したところであるが、平成13年11月には、さら

に持株会社及び地域会社3社を再統合し、J-フォン1

社体制となっている（図表①）。

②放送

ケーブルテレビについてみると、ジュピターテレ

コム等の運営統合会社を中心としたMSO（Multiple

System Operator）化が一層進展するとともに、広

域な業務提携が広がりつつある。平成13年12月には

東京都心のケーブルテレビ事業者8社がグループ名

を「東京デジタルネットワーク」とする広範な業務

提携を締結している。
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7 業界再編

－国内外ともに業界再編が進展

固定系通信� 移動系通信�

NTT�
ドコモグループ�

東・西NTT

【国際通信】� 【長距離通信】� 【地域通信】�

NTT�
コミュニケーションズ�

平成13年5月に�
市内電話参入�

（東京、大阪、愛知のみ）�

KDDI 平成13年5月に�
市内電話参入�

（平成13年10月　エーユーを吸収合併）�

日本テレコム� 平成13年5月に�
市内電話参入�

J－フォン�
（平成13年11月に持株会社�
及び地域会社　3社が合併）�

沖縄�
セルラー�
電話�

ツーカー�
グループ�
3社�

DDI�
ポケット�

電力系（TTNet等）�
アステルグループ�

平成13年10月　電力系子会社3社の法人向けデータ通信サービスをパワードコムに移管�

平成14年3月に東京�
電力がFTTH事業参入�

図表① 国内における電気通信業界の再編（概要）
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（2）国際的な業界再編

①電気通信

国際通信市場についてみると、平成14年4月に

AT＆T（米国）とブリティッシュ・テレコム（BT、

英国）の合弁事業であるコンサートが解散している。

ユニソース、グローバルワンの合弁解消に続いてコ

ンサートが解散したことにより、複数の大手事業者

が国際通信のワンストップサービスを提供する主な

国際通信アライアンスはすべて解消している。

他方、各国における事業者の動向についてみると、

AT＆Tが平成13年7月、BTが平成13年11月に、携帯

電話事業の分社化を行っている。なお、これらの背

景として、電気通信市場の競争激化等による経営環

境の悪化に伴い、各社が事業の再編成を行っている

ことが要因の一つとして考えられる。

また、ボーダフォン（英国）が平成13年6月にBT

の所有する日本テレコム株式を取得することにより

出資比率を25％から45％へと引き上げるとともに、

平成13年10月に友好的TOB（Take Over Bid：公開

買付）を実施し、出資比率66.7％の子会社としてい

る（図表②）。

②放送

衛星放送についてみると、平成13年10月にエコス

ター・コミュニケーションズ（米国）が米国の衛星

放送最大手であるヒューズ・エレクトロニクスの買

収を表明している。また、平成13年12月には複合メ

ディア企業のヴィヴェンディ（フランス）がエコス

ター・コミュニケーションズに資本参加し、番組提

供等で提携をすると発表した。

また、ケーブルテレビについてみると、平成13年

12月にコムキャスト（米国）が米国ケーブルテレビ

最大手であるAT＆Tブロードバンドの買収でAT＆T

と合意している。

BT（英国）�

ベライゾン�
（米国）�

MCIワールドコム�
（米国）�

スプリント（米国）�

AT & T（米国）�

コンサート�

ユニソース�

グローバルワン�

AT & Tワイヤレス�
（米国）�

AOLタイムワーナー�
（米国）�

Verio（米国）�

NTTドコモ�
（日本）�

日本テレコム�
（日本）�

スイスコム�
（スイス）�

DT�
（ドイツ）�

J-フォン�
（日本）�

NTTコミュニ�
ケーションズ�
（日本）�

ボーダフォン�
（英国）�

テリア�
（スウェーデン）�

ハチソン�
（香港）�

KGテレコム�
（台湾）�

DAVNET（オーストラリア）�

KPN�
（オランダ）�

FT�
（フランス）�

mmO2�
（英国）�

テレコム・イタリア�
（イタリア）�

ハチソン3G UK�
（英国）�

KPNモバイル�
（オランダ）�

提携�

出資�

子会社化�

分社化により設立�

2000年6月　ベルアトランティック�
とGTE合併により設立�

2001年7月�

2001年1月　AOLとタイム�
ワーナー合併により設立�

1998年9月　MCIとワールド�
コム合併により設立�

2002年４月　解散�

2001年10月�
日本テレコムを子会社化�

2001年11月�
子会社化�

1999年8月　解消�

2001年11月�
分社化により設立�

1995年5月　OA機器�
メーカーのオリベッティ�
が買収�

2000年1月�
合弁事業を解消し�
FTが完全子会社化�

図表②　国際的な電気通信業界の再編（概要）
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－大分類「情報通信業」を創設

日本標準産業分類（注）は、昭和24年に制定され

た統計調査の結果を産業別に表示する場合の統

計基準であり、過去、時代の変化に応じて10回

の改訂が行われている。

今回の改訂は、平成13年2月16日、総務大臣か

ら統計審議会（会長：竹内　啓）へ改訂に係る

諮問を行い、18回の産業分類部会（部会長：舟

岡　史雄）での論議を経て、平成14年1月11日、

大分類「情報通信業」の創設を含む「日本標準

産業分類の改訂について」が答申された。

これを受け総務省は、平成14年3月7日総務省

告示第139号に基づき、産業に関する分類の名称

及び分類表を図表のように定め、平成14年10月1

日から施行することとしている。

なお、今次改訂においては、上記大分類「情

報通信業」の創設に加え、情報通信産業に係る

統計を適切に把握するため、大分類「製造業」

の中に、中分類「情報通信機械器具製造業」及

び「電子部品・デバイス製造業」が創設された

ところである。

信書送達業�
�
地域電気通信業（有線放送電話業を除く）�
長距離電気通信業�
有線放送電話業�
その他の固定電気通信業�
�
移動電気通信業�
�
電気通信に附帯するサービス業�
�
�
公共放送業�
�
テレビジョン放送業（衛星放送業を除く） �
ラジオ放送業（衛星放送業を除く） �
衛星放送業�
その他の民間放送業 �
�
有線テレビジョン放送業 �
有線ラジオ放送業 �
�
受託開発ソフトウェア業 �
パッケージソフトウェア業 �
�
情報処理サービス業 �
情報提供サービス業 �
その他の情報処理・提供サービス業 �
�
インターネット附随サービス業�
�
映画・ビデオ制作業（テレビ番組制作業�
を除く）�
テレビ番組制作業�
映画・ビデオ・テレビ番組配給業�
�
レコード制作業�
ラジオ番組制作業�
�
新聞業�
�
出版業�
�
ニュース供給業 �
その他の映像・音声・文字情報制作に�
附帯するサービス業      

細分類�
信書送達業�

固定電気通信業�

移動電気通信業�

電気通信に附帯する�
サービス業�

公共放送業（有線放送�
業を除く） 

民間放送業（有線放送�
業を除く） 

有線放送業�

ソフトウェア業�

情報処理･提供サービ�
ス業�

インターネット附随サー�
ビス業�

映像情報制作・配給業�

音声情報制作業�

新聞業�

出版業�

映像・音声・文字情報制�
作に附帯するサービス業�

小分類�

通  信  業�

放  送  業�

情報サービス業�

映像・音声・文字�
情報制作業�

インターネット附  �
随サービス業�

中分類�

大分類項目�

Ａ　農　　　　業�
�
Ｂ　林　　　　業�
�
Ｃ　漁　　　　業�
�
Ｄ　鉱　　　　業�
�
Ｅ　建　　設　　業�
�
Ｆ　製　　造　　業�
�
Ｇ　電気・ガス・�
　　熱供給・水道業�
�
Ｈ　情報通信業�
�
Ｉ　運　　輸　　業�
�
Ｊ　卸売・小売業�
�
Ｋ　金融・保険業�
�
Ｌ　不動産業�
�
Ｍ　飲食店、宿泊業�
�
Ｎ　医療、福祉�
�
Ｏ　教育、学習支援業�
�
Ｐ　複合サービス事業�
�
Ｑ　サービス業（他に �
　　分類されないもの）�
�
Ｒ　公務（他に分類�
　　されないもの）�
�
Ｓ　分類不能の産業�

※　Ｈ　情報通信業以外の大分類に関する中分類以下は省略�

情報通信業の分類体系�

図表　大分類「情報通信業」の体系

コラム１　日本標準産業分類第11回改訂

（注）日本標準産業分類とは、統計調査結果を産業別に表示する場合の統計基準であり、昭和24年10月に設定され、これまで10回の改
訂が行われている（第10回改訂：平成5年10月）。なお、今次改訂では、事業所において行われる農業、建設業、製造業、卸売業、
小売業、金融業、医療、福祉、教育、公務等すべての経済活動を、大分類（19）、中分類（97）、小分類（420）、細分類（1,269）
の4段階に分類している


